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報告書概要 
 
カンボジアにおける石炭資源の存在は確認されてはいたものの、他の天然資源とは異なり

これまで石炭の資源開発は手付かずのままであった。本調査は近年カンボジア北部で発見

された石炭の実践的な開発戦略を分析しその事業形成計画を提案するものである。 
 
情報は限定されている物もあるものの、現地調査による各種開発・投資環境状況、専門家

からの情報等を総合した検討の結果、本提案事業である「石炭開発・火力発電統合事業」

は、少なくとも 20年以上のカンボジアの経済成長に寄与すると考えられる。本提案事業は、

貧弱なエネルギーインフラの向上と共に熟練・非熟練労働者の直接雇用創出、関連及び各

種産業での様々な間接雇用の創出を整備が進むカンボジア電力公社（EDC: Electricite Du 
Cambodge）の電力網近郊でもたらす事を可能にする。整備が進められている EDC の全国

規模の送電網整備は、多数の国際援助機関等（国際協力銀行（JBIC）、アジア開発銀行

（ADB）や世界銀行（WB））の支援によって現在進行中である。 
 
該当する石炭資源は、400MW の火力発

電所を 30 年以上稼働するに十分な供給

量が期待できる。2005 年の時点で、全

国の総発電能力は 250MW に満たない

為、400MW の追加増強は EDC の国内電

力網の電力供給に信頼性向上とエネル

ギーの安全保障をもたらす事ができる。

また国内での石炭利用によって、これま

でカンボジアの経済を圧迫してきた化

石燃料の 100%輸入依存からも解放され

る。しかしながらカンボジアの国内需要

拡大に伴い、提案する 400MW の発電量

は短期間で容量超過となる事が確実である。そのため、タイ湾岸沿いの既存・計画中の

外洋港湾周辺に計画される計数千 MW の石炭火力電源及び、順次整備が進む EDC の輸

入電力網（タイ・ベトナム）、更にはメコン流域圏の安定的な電力供給を狙う ASEAN
送電網整備計画（タイ・カンボジア・ラオス・ベトナム）を利用した電力輸入を統合し

た総合的な整備計画が必要となる。 
 
切望されるカンボジアの電力インフラ改善 
政府は半世紀にも及ぶ混乱期を乗り越え、ここ十年の間で目覚ましい復興を遂げてきた

が、基本的なインフラ改善の面では近隣諸国に比べるとまだ十分なレベルには達してい

ない。エネルギー分野での政府の取り組みは、電力供給公社（EDC）による散在した地

域レベル送電網の設置に留まっている。限られた国家予算の下、政府はエネルギーセク

ター向上のための政策として、官民協働（PPP）の導入による効果的で迅速なエネルギ

ーインフラ開発を掲げている (Cambodia Power Sector Strategy 1999-2016, MIME 1999)。 
 
カンボジア政府は国内外からの投資誘致のために、長期法人税免除をはじめ、投資保証

（多国間・二国間投資協定）、特定事業の関税免除等の魅力的な投資環境整備を行って
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来た。その結果、主要都市では近年の政治的安定、有利な投資政策、非熟練労働力供給

等の好条件を背景に、エネルギー供給が十分でない環境下でも外国直接投資（FDI）の

誘致に成功している。 
 
現在 EDC の商業用電力料金は、小規模で高価なディーゼル又は重油の電源により近隣諸

国に比べ約 2～3 倍程高額である。商業・産業セクターでの実際の電力利用は現在値の

数倍とも予想されるが、これらの利用者の多くは EDC の不安定で許容力の無い電力に

頼ることが出来ないのが現状である。商業・産業利用者の多くは、ディーゼル及び重油

を燃料とした自家発電機を導入して事業活動を行っている。カンボジアでは政府の補助

等殆ど無い状態で輸入燃料を調達しているため、自家発電に寄る電力供給は非情に高額

にならざるをえない状況が続いている。従って、安定且つ安価な電力供給はカンボジア

の商業・産業分野の発展にとって最も深刻な課題である。輸入燃料への完全依存により、

2008 年 7 月まで続いた継続的な化石燃料の価格上昇は、カンボジアへの FDI 呼び込み

や国内の産業に多大な悪影響を与えた。 
 
産業分野での電力需要に加え、一般家庭での電力需要も堅調に高まっている。近年続く

持続的な経済成長の結果、都市住民の生活水準はこの 5 年間で劇的に向上し、人口も社

会経済の安定を背景に持続的に増加している。しかし生活水準向上に伴う電力への急速

な需要拡大によって、ピーク時の電力需要は発電能力を大きく上回るため、EDC の電

力網では停電が多発している。 
 
カンボジアの堅調な経済成長を持続するためには、持続的に実施が可能で実現的な電力

インフラの改善対策が早急に必要である。本提案事業である「石炭開発・火力発電統合事

業」は、カンボジアの緊急を要する情況に対する理想的な解決策であると言える。この

事業は、エネルギーセクター向上だけでなくエネルギーの海外依存度軽減によりカンボ

ジアの持続的開発を可能にする最も有効的な PPP 事業の一つである。さらにこのプロ

ジェクトは、鉱山業とエネルギー分野の産業開発に大きく寄与すると共に新しい世代に

広範な直接・間接雇用を生み出す事ができる。 
 
石炭開発・火力発電統合事業概要 
新しく発見された石炭はカンボジア北部、Seam Reap から車でおよそ 100km 程度の距離

に位置する。この地域は地理学的には「ジュラ期中期」の岩層であり、タイ側で既に開

発されている石炭と類似した性質をもつ。採掘時に必要な機材を輸送する道路は存在す

るが、道路や橋梁の一部は提案事業実施のためには整備が必要であると予想される。 
 
炭鉱開発権を獲た事業者から入手した情報によると、石炭埋蔵箇所は 2 箇所あり、その

埋蔵量はそれぞれ 3,400 万トンと１億 2,000 万トン、合計 1 億 5,000 万トンに相当する。

石炭の質はタイの褐炭に類似した 3,000kcal 程度であり、ボイラー・各種産業用熱源用

の燃料に適している。本提案事業の規模はカンボジアでは最大規模のプロジェクトであ

り、今後投資家や銀行等での融資協議に必要となる、詳細な石炭埋蔵量と品質の調査が

必要である。 
 
発見された石炭は低品質である為、国際市場での競争力は小さいが、カンボジア国土に
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存在し、国内の安定的なエネルギー供給源としては十分魅力的であると言える。国内の

主要都市やシハヌークビル港周辺（カンボジア唯一の外洋港湾）においては、石炭需要

はある程度確認されている（レンガやセメント産業等）。しかしながら、炭鉱から同地

域にトラックや鉄道で輸送した場合の販売可能な価格は現在の状況下では利用者にと

って魅力的であるとは言えない。従って、鉱山の山元で電力にして EDC へ電力の長期電

力供給事業は、民間の鉱山開発事業者・発電事業者、カンボジア政府双方にとって最も

現実的で魅力的な選択肢である。 
 
この石炭開発プロジェクトはカンボジア経済を活性化させ、投資環境の向上を促し、国

内外の投資家が相互に有益なビジネス関係を構築することに寄与する。またその結果 2
つの公共的利益として（i）政府に対する PPP 事業による鉱物とエネルギーの総合開発

形成のノウハウ提供と（ii）地域の持続的開発を支える石炭開発・火力発電統合事業に

おける技術移転と実施が期待される。従って、本提案事業の推進にいたっては、多様な

事業体の参画と協力によって推進される事が推奨される。主要な事業関係者の相関関係

は図 2.6 Project Formulation Program を参照のこと。 
 
石炭開発・火力発電統合事業の事業性評価 
電力インフラ開発に対する政府の政策では、水力発電を除いた電源開発は基本的に IPP
によって実施され、高圧送電網整備や水力発電所等他のインフラ整備は政府が行う事と

されている。エネルギー創出、石炭開発ともに計画をまず相談する先は鉱工業エネルギー

省（MIME）である。採掘、エネルギー許可の取得のためには、提案するプロジェクトが政

府の政策とどの様に合致し、国家への貢献に繋がるかを説明する必要がある。MIME の理解

が得られた場合、MIME の各許可当局、カンボジア電力庁（EAC）から発電事業免許、MIME
の鉱物資源総局から採掘免許が付与される事となる。発電事業免許に関しては、申請者が

電力の販売を EDC へ売電事業としている場合、EDC との売電契約を別途結ぶ必要がある。 
 
現在入手可能な情報を下に検討を行うと、総発電能力 400MW（単発 200MW を 2 基）が、

技術的・経済的に最も適切な事業である。石炭火力技術は最も成熟した技術であることか

ら、市場での入手が容易に可能である。石炭発掘と石炭発電所は共にその環境影響は大き

い為、十分な配慮と適応可能な技術の導入が必要である。また、本提案事業では、一般的

な技術、環境社会配慮に加え、地雷への対処も必要である。現在地雷除去活動を行う、政

府のカンボジア地雷対策センター（CMAC）との協力は、事業開発者、政府および地域住民

にとって相互に有益である。 
 
EDC が進める国内電力網整備計画には、現時点において本提案プロジェクトの事業実施地

点までの整備計画は無いが、本提案プロジェクトとの協調によって、本提案事業の実現可

能性と EDC の経済的且つ安定的な電源開発双方を実現することができる。プロジェクト実

施予定地と既存の EDC 電力網との距離は約 100km でその概略施設費用は、230KV の単送

電線と 2 つ変電所を含めて 51 億ドル程度である。 
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最近の類似案件や調査チームの経験から、400MW の発電とそれに必要な炭鉱開発費用は以

下のようになる。 
1) 炭鉱開発の資本コスト：     4000 万ドル 
2) 石炭火力発電所の資本コスト：  4 億 4000 万ドル 
3) 石炭鉱山の生産・維持管理コスト：   20 ドル/トン（石炭） 
4) 発電所の発電・維持管理コスト：    11 ドル/kWh 

 
各種コストと技術的な分析はまだ参照値ではあるが、電力料金が 0.09 ドル/kWh 以上である

と、この提案事業は内部収益率から判断して民間投資事業として十分可能な範囲である。

本提案事業が前提とする長期供給契約の下では 0.08ドル/kWh以上でも十分な採算性がとれ

る投資であると言える。長期的な安定性と現在の EDC 電力料金を考慮すると、本提案プロ

ジェクトの販売料金はカンボジア政府にとっても有益である。     
 
プロジェクト作成計画―官民協働の役割 
 
１． 石炭・エネルギー統合開発プロジェクトのための PPP 事業 
この石炭・エネルギー統合開発プロジェクトは、カンボジア初の大規模石炭火力発電プロ

ジェクトであり、PPP 事業としての実施が適切である。石炭の採掘権を有する現地事業者は

石炭火力発電事業との統合による総合開発に理解を示している。本統合事業は、IPP 事業

として実施される事となるが、配電網や変電所、環境保護装置等の開発は国際援助機関

の支援の下カンボジア政府機関によって実施されることが理想的である。 
 
２． 官民の役割分担 

民間の役割 
1) 石炭採掘 
2) 石炭火力発電 
 
政府の役割 
3) 地雷撤去 
4) 連結道路整備 
5) プロジェクト予定地と Siem Reap の既存 EDC 送電網間の配電線設備 

 
石炭開発・火力発電統合事業に係る日本コンソーシアムの設立 
この調査は、新しい炭鉱開発とその発電利用事業の潜在的な投資家の抽出と電力インフ

ラ改善に関連する国際援助機関との協調の可能性を目的としているため、我々はこのプ

ロジェクトを以下の「コンソーシアム」を形成し推進することを提案する。 
1) 事業推支援・コンサルタント：JDI および他の専門コンサルタント 
2) 炭鉱及び発電事業主体：（邦発電事業者予定） 
3) 事業投資・物流：（邦商社予定） 
4) 技術・財政支援： JICA（F/S、T/A、F/A） 
5) IPP 事業協調融資：JBIC（投資金融）及び邦民間銀行 
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プロジェクト形成のアクションプラン 
 
本提案プロジェクトは、カンボジアの持続的な開発にとって危惧されている弱い電力イ

ンフラの改善を強化する事が可能で、同国にとって最も優先されるべき事業の一つであ

る。現在カンボジア全土の電化率は約 15-17％で、主要都市、地方都市、農村等でそれ

ぞれ独立した小規模な電力網で繋がれており、全国又は地域を繋ぐ電力網は存在しない。

その為、発電コストが高くなり、電力料金はメコン流域で最も高く、隣国ベトナムやタ

イの 2～3 倍に達している。 
 
電力の質は非常に悪く、首都であるプノンペンにおいても停電は不定期で頻繁に起こる

状態である。停電による損失・サービスの低下を嫌う病院、ホテル、製造業は通常ディ

ーゼル又は重油の自家発電機を主電源として利用している。このような貧弱な電力整備

状況は産業や観光の呼び込みに負に影響して来た。 
 
従って、実施能力のある民間との協力により、迅速な電力インフラ整備が必要である。

本提案事業である、「炭鉱開発・石炭火力発電統合事業」を迅速に進める為に、以下の

アクションプランを提案する： 
 

1 2009 – 2010 年 詳細な炭鉱の分布及び品質調査（乾季に継続的） 

2 2009 年初期、中頃まで
提案プロジェクトの開発コンソーシアム形成、潜在

的な投資化との折衝、金融機関との折衝 

3 2009 年中頃～2010 年

中頃 
炭鉱及び発電事業の詳細な事業実施可能性調査 

4 2010 年中頃～2010 年

末まで 

400MW の火力発電免許取得（MIME、EAC）とカ

ンボジア開発評議会（CDC）からの事業開発認可

取得、電力の長期売買契約締結（MIME、EDC、
EGAT） 

5 2010 年中頃～2010 年

末 

資金調達計画（JICA（送電）、JBIC（炭鉱・発電）、

NEXI（貿易保険）、その他開発銀、民間金融等（炭

鉱・発電）） 

6 2011 年初期～2013 年

初期より事業開始 
工事着工後約 2 年で事業開始 

 


